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ｌ は じ め に

生涯学習振興への関心の大部分は、都市部に現れる様々な学習者・様々な
学習機会提供主体の存在や，都市に顕著な社会現象に方向づけられてき対応
するものといっても良いであろう(1)。人口の高齢化や少子化という現象に対
し，高齢者の学習・社会参加や子育て・家庭教育支援が問題化されるのも，
主に都市のライフスタイルに関わってのことである。
ここで本稿は，人口の高齢化や減少に長い間向き合ってきた地域＝農村部

に目を向け，そこでの生涯学習振興の現状をみようとするものである。
生涯教育という発想が優先的に時間という関心から教育を問題化する試

みである以上(2)，生涯学習振興を考えるために空間軸を持ち込むことは，根
本的に，適切でないかもしれない。しかし，地方分権が推進されるなかで，
生涯学習振興をめぐっても各自治体単位の発想や取組にI1が向けられるよう
になっている。あるいは，“時間座標の優位のもとに，各地域は進んでいる-
遅れているといった一元的な座標軸の上に位置づけられてきた"(3)と分析さ
れる「成長」の時代を過ぎて，各地域に固有の文化や時'''1の流れが尊重され
る「定常」の時代を迎えたとされるなかで，諸資源の有限性がfl覚され，都
市と農村との分配・交流のあり方が問われるようにもなっている。このよう
な状況にあって，ある特定の地域や自治体に関心を向けてみることが，今後
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の生涯学習振興を考える上で，その視座を少しずらしたり，広げたり絞った
りする契機ともなり得るのではないかと考えるものである．ここでは，特に
社会教育（行政）に関わる基礎的な事実や情報を整理することに努め，若干
の考察を書き閉めておきたい“

２議論の前提一用語，方法上の留意

「人口の高齢化や減少に長い間向き合ってきた地域＝農村部」は，市町村
合併によって行政区域を広げた市町の中に，高齢集落として存在する場合が
多い(‘')｡しかし，教育分野の行政統計は自治体単位で整備されており，農村
部（非DIDs)や中山間地域（食料・農業・農村基本法第35条）や過疎（過疎
地域自立促進特別法第１条）といった単位でのデモグラフィック特性を描く
作業は非常に煩雑になる。そのため、以下では主に行政統計の区分に基づき
「郡部（町村部)」を分析単位としている。町村の半数は高齢化率30％を超え
ており，また高齢化率40％を超える町村も10%弱にのぼっているなど「超高
齢化地域」であることを確認できる（表l)。

表ｌ自治体規模別の高齢化率（％）

国勢調査報告(2010年度)から､中都市を人口10万人以上小都市を人口10万人未満として算出。

また、具体的な事例として提示するのは,2010年現在高齢化率が高い上位
7位までの町村である。高齢化率の高い順に各町村の公式ホームページを辿
り，情報の構成や内容の検討を重ねた結果，概ねいくつかのパタンに集約で

高齢化率の程度別にみた自治体数内訳(％）
規模別自治体数 ２０%未満 20～30％ 30～40％ 40％以上

政令市･東京特別区部 ４３ 51２ 48.8 0.0 0.0
中 都 市 ２ ４ ７ 20２ 78.1 1.6 0.0
小 都 市 ５ ２ ０ 1０．４ 61.7 26.9 ’ 1.0
町 村 ９ ３ ２ 8０ ４１．４ 41.2 9.3
全 体 1 , 7 4 2 1１５ 52.9 30.3 5.3
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きる「飽和」の状態に達したと判断したのが28位の時点で，紙幅の都合上そ
こからパタンを絞って７町村までとした。単に人口構造上からみた選定で
あって，政治的な要素や地域風土，特定のキーパーソンの存在等を考慮に入
れてはいない。また，過疎市町村では外部への情報発信の手段としてホーム
ページを戦略的に位置づけるところが多いが(5)，こと社会教育（行政）の情
報は,紙媒体で随時必要な相手にのみ伝達されているものが多く，ホームペー
ジ上では辿れない情報も多い。もともとホームページに基づく議論をするこ
とについては，検証可能性に不安もある．それでも，身体的移動に制約があ
るなかで，遠隔地を知る媒体としてホームページのｲl.効性は高く，最終的に
依拠する情報を紙媒体（広報等）でも入手可能な情報に絞るなど内実の検証
に努めることで，許容されて良い方法ではないかと考えた，

３超高齢化地域における教育・学習環境

超高齢化地域における教育機関の指標をいくつか整理してみると（表２），
公民館を設置している村は７割程度，専任職員も殆どおらず，図書室を有す
る公民館は３割に満たない。６割以上の公民館が築30年超という建物で，コ
ンピューターを置いている館も２割強である。図書館を設置している村は３
割に満たない。また，生涯学習振興計画等を策定している町村も，社会教育
主事を配置している町村も，全体の半数程度である。社会教育委員社会教
育関係指導員は９割以|主の町村で委嘱しており，こうした地域の有志指導者
が，当該町村の生涯学習振興の鍵となる人々であることがうかがえる。
具体的な町村に即してみていくと（表３），年少人口は極めて少ないが，可

住地面積割合が小さく集落が点ｲl含するため，小学校施設も小学校教員も一定
数確保されている(6)。小学校よりも公民館数の方が多いところも珍しくはな
く．非常勤職員というかたちではあるが，顔となる人が配置されていること
がうかがえる,．
また，たとえば町村職員にとっての研修や事業打合せ等の環境という観点

でみれば（表４），仮に県庁舎を会場とした場合，終日がかりの一大事になる
ことも分かる。生涯学習振興の担い手については，社会教育行政職員に期待
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表２自治体規模別の教育・学習環境

*H23社会教育調査から｡図書館数については､設置者別を問わず､｢計｣は都道府県立・組合立を含む
*計画策定自治体については､文科省作成資料｢都道府県･指定都市における生涯学習振興計画等の策定
状況｣(平成24年度)より(2013年８月現在文科省ＨＰ上に公開されている｡）

表３７町村における教育・学習環境

高齢者、高齢人口は65歳以上、年少人口は15歳未浅
教育委員会事務局･公民館職員数は、Ｈ23社会教育鯛査から(常勤･非常勤を問わない)。
その他は｢統計でみる市区町村のすがた｣(総務省、２０１３)から。

計 市 ( 区 ） 町 村
公民館股置率(％） 8 6 . 1 ９ ０ ． ６ ８ ４ ． ４ ７ ３ ． ４
公民館数 1 ４ , １ ８１１０ , ２ ７３３ , ３ ９０５１１
うち､専任職員が1人以上いる公民館(％） 1 ８ . ０ ２ １ . ０ １ １ . ５ ２ . ５
うち､図答室を有する公民館(％） 3 9 . 9 ４ ３ ． ３ ３ １ ． ４ ２ ８ ． ７
うち､コンピューターが1台以上ある公民館(％） 5 7 . 1 ６ ４ . ３ ４ ０ . ２ ２ ４ ． ０
建築年別内訳(％）

1975年以前
1976-1985
1986-1995
1996年以降

3１．７
３３．５
２０．２
１４．７

３１．５
３４．４
１９．６
１４．５

2５．０
３７．９
２０．９
１６．２

26.8
36.9
20.5
１５．７

図書館設匝率(％） 7４ １ ９ ８ ３ ６ ０ １ ２ ５ ０
図書館数＊ ３ ， ２ ４ ９ ２ ， ５ ９ ２ ５ ４ ９ ４ ６
うち､専任司香が1人以上いる図書館(％） ５ ３ ． ０ ５ ２ ． ５ ５ ２ ． ５ ３ ０ ． ４
うち、自動車文庫保有館(％） 1５．１

社会教育主事配置率
うち､複数人を配置している自治体(％）

４１．０
２０．０

５９．９
３６．０

6６．１
４６．７

６１．６
４２．５

社会教育委貝の委嘱(設置率） ９６ ９ ９ ７ ４ ９ ８ ５ ９ ２ ９
社会教育関係指導員の委嘱(設置率） ９３ ９ ９ ６ ０ ９ ７ ２ ９ ５ ６
生涯学習振興計画等を策定している自治体(96） ５６ ９ ６ ２ ２ ５ ３ ２ ４ ８ ９

総面積
(k㎡）

総面積
分の可
住地面
積割合

人口総
数

人口総数に占める

高齢人
口(％）

年少人
ロ(％）

施設数

小学
枝

中学
校

公民
館

図害
舷

教貝･轍貝数

小学校
教育委
負会事
務局

公民館

群馬県南牧村
福島県金山町
長野県天加村
高知県大豊町
福島県昭和村
徳島県上勝町
群馬県神流町

１１８．７８
２９３．９７
１０９．５６
３１４．９４
２０９．３４
１０９．６８
１１４．６９

1２．５
２６．３
６．６
１１．８
９．９
１４．４
１３．０

２，４２３
２，４６２
１，６５７
４，７１９
１，５００
１.7８３
２．３５２

５７．２
５５．１
５４．１
５４．０
５３．２
５２．４
５２．３

４．３
６．１
６．２
５．１
６．９
８．１
４．９

１

２

２

８

２

１

１

１

１

２

２

２

１

１

２

５

１

３

１

１

２

１

０

０

１

０

０

０

１

１

３

０

１

１

１

２４
７

３

１

１

１

４

５

１

５

５

４

３

６

３

２

１

2７
５

２

４
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表471111村における役場からﾙ↓庁舎へのアクセス

※災害に伴う
運転見合わせ中

グーグルマップ上での検索結果(2013年７月現在）

する面が大きいといえようが，そうした力価を形成・発揮する環境は決して
整っているとはいえないだろう。
総務省過疎対策室「平成22年度過疎地域等における集落の状況に関する現

況把握調査報告善」（800市町村及び45都道府県からの回答）では，①過疎市
町村の問題状況については，「小学校等の維持困難」３４．８％，「集会所・公民
館等の維持困難」21.0%,「伝統的祭事の衰退」43.3%,「災害時における相
互扶助機能低下」24.l%と，教育・文化・学習に関わる環境の維持の困難な
状況が報告されている。②対策としてば「集落の実態の把握（住民意識・活
動状況)」２割前後「集落づくり計画の策定」１割程度が挙げられるにとど
まっており、③対策上の課題としては、「担い手不足」３２％が最も多い回答と
なっている。こうした過疎'lil'll村に対する支援として，「集蕗の現状を把梶し
ている」都道府県は26,「行政組織体制として地域担当職員制度を導入してい
る」都道府県は６ということである。
こうしたなかで，地域の担い手育成や教育資源の組織化は，社会教育行政

が得意としてきたスキームでもあり，社会教育行政の担いうる役割は小さく
ないといえよう．また、町村レベルでの施設・人的条件の貧弱さをみれば，
ﾘ,Lレベルでの役割発押が雌となることは|H1述いないといえよう(7)。
広域に状況をとらえてみると（表５），教育事務所や県立の生涯学習推進セ
ンターといった市町村支援の拠点がある県とない県，市町村支援のキーパー
ソンでありうる社会教育主事，派遣社会教育主事のいる県といない県など，
社会教育行政の条件には大きな違いがある。また，社会教育関係団体数，「農
村振興・中lll間地域」や「社会教育」を活動分野とするNPO数など，民間
団体の多い県と少ない県があり，「担い手」を形成する層は県によってかなり

出発地(役場） 目的地 車距離 車時間 公共交通時間 料金
群馬県南牧村 群馬県庁 59.6kｍ 59分 2時間2分 1.270
福島県金山町 福島県庁 95.8kｍ 1時間4分 4時間22分 5.440
長野県天龍村 長野県庁 202kｍ 2時間57分 6時間12分 ６‘870
高知県大豊町 高知県庁 36.4kｍ 35分 1時間33分 930
福島県昭和村 福島県庁 139kｍ 2時間40分 なし
徳島県上勝町 徳島県庁 36.7kｍ 1時間4分 なし
群馬県神流町 群馬県庁 56.0kｍ 1時間15分 なし
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異なる。一律な支援方策を提示することは困難であるが、全県的な公民鯆門
動の振興を通して中山間地域の振興に大きな役割を果たしていることが実証
されつつある事例(8)や，県立生涯学習センターによる中山間地への出張型の
研修事業(9)などは注目に値するといえよう。

表５７町村をとりまく広域の学習（支援）環境

･都道府県社会教育主事数については､Ｈ23地方教育費調査(職種別の事務局本務職員数)から。
･道府県立生涯学習センター数についてはH23社会教育調査(生涯学習センター)から。(所管部局を問わない）
･補助した団体数については､Ｈ23社会教育調査から(平成22年度間､都道府県と市町村合計)。
･NPO数については.内閣府のNPO法人ボータルサイト(H25.8月現在)から。
（「農山漁村｡中山問地域｣という分野の設定は2012年度から）
･大学(国公立･私立)についてはH24学校基本調査(高等教育機関)から。（国公私立の別を問わない）

４超高齢化地域の行政課題と生涯学習

次に，超高齢化地域の行政課題と生涯学習振興の位侭づけをみる。具体的
に，７町村の経営'二の課題を「順張る地方応援プログラム」('(1)の平成20<|員度
案件からみると（表６），情報通信基盤や交通手段，森林農地等のハード1mで
の整備に係ること以外にも，「環境保全」や「地場産AII!発掘・ブランド化」に
むけた研修会や講演会，「観光振興・交流」策としての博物館運営やイベント
実施，「その他」健康教室等明らかに教育・学習面での取組も少なくない。一
般には地域振興といわれる取組に内在する学習の要素，直接間接に地域振り向l↓
に寄与する教育・学習活動を可視化することが，生波学習振興の位置や意義
を!'I視化することになるのであろう('1)。

都道府県社会教育主事数

本庁 教育事務
所

派遣社会
教育主事

県立生涯
学習セン
ター数

教育委員
会が補助
した社会
教育関係
団体数

首長部
局が補
助した団
体数

活動分野別NPO数
｢農山漁
村･中山間
地睦１

｢社会教
青」

大学数

高知県
徳島県
長野県
福島県
群馬県

３
３
’
６
４

１ ６

1６
１２ ５

１
１
１
-
１

３３８
２１７
1，２１７
6０７
５０３

2０
８３
４１２
１４１
１６９

６

４

１９
２９
０

1５８
１４２
４５８
３９８
３８８

３

４

８

８

４１

合 計 2９５ 2８８ 1４９ ４４ 2９，３０１ 1３，３１４ 5０８ 2２，３０４ 7８３



超高齢化地域における生涯学習振興１３７

表６「頑張る地方応援プログラム」（平成20ｲ1旦度）応募内容
プロジェクト分類 内容

群馬県
南牧村 定住促進

・情報通信基盤整備(ケーブルテレビ､ｲﾝﾀー ﾈｯﾄ､携帯電話の使用環境の整備）
・子育て環境整備(スクールバス､通学路灯の整備､通学費援助､中学生までの医療費無料化など）

住民の交通手段の確保(乗合バス‘乗合タクシー運行）
福島県
金山町

地場産品発掘･ブ
ランド化

観光振興｡交流

会津金山産ｺｼﾋｶﾘのブランド化､PＲ
栽培基盤強化(集落営農機構の組織等）
｢妖精の里｣のPR(モニュメント設置､フエスティバル開催ほか）
妖精美術館の運営
スキー場の運営(冬場の学校行事に対応し交流人口を増やす）

長野県
天龍村 観光振興･交流

既存観光施設活用モデル事業(村の｢お宝｣常設展示室の整備等）
グリーンツーリズム事業(ウオーキ
山村資源発掘事業(｢ふるさと教養

ノグイベント､都市学生･修学旅行の民泊受|ﾅ入れ等）
青座｣の開催等）

高知県
大豊町

定住促進
観光振興･交流
地塙産品発掘･ブ
ランド化

安全･安心まちづく
り
企業立地促進

情報通信基盤整備(ブロードバンド､ｲﾝﾀー ﾈｯﾄ環境の整備､行政情報や防災･緊急情報の告知
サービスの実施）
・観光拠点施設の機能強化(指定管理者制度導入）
。「大豊の墓石茶｣ブランド育成(に向|ﾅたモデル都市の調査）
中山間地域産業モデル事業(集出荷システムの確立等による生産者の高齢化への対応
テナショッブ開拓等）

､新規アン

・健康づくりの拠点｢ふれあいセンター｣の運営強化(健康教室等の保健予防活動の充実）
・放置人工林の活用(大規模製材業者の誘致）

福島県
昭和村

地場産品発掘･ブ
ランド化

定住促進

『カスミソウ｣栽培の強化(就農者の確保､生産･出荷計画が可能な施設整備等）
「からむし振興｣(からむし織体験事業､研修事業､生産技術保存活動等）
ｺﾐｭﾆﾃｨビジネスの創出(に向けた組織の設立）
報奨金等事業(就職奨励金､結婚資金援助、結婚祝金、 出産祝金､高齢世帯援助等）
子育て支援事業(乳児衛生用品支給､インフルエンザ予防接種､新入学児童報償金）

徳島県
上勝町

環境保全

定住促進

観光振興･交流

環境保全

地場産品発掘･ブ
ランド化
少子化対策

その他

有機農業への参入促進(農家向け講演会実施､販路確保･情報発信､消費者向け啓発普及(小学校
等での試食会やワーキングホリデイ受け入れによるレシピ開発等）
・太陽光発電設置靱入促進(小中学生および一般対象のパンフレット作成等啓発普及）
。町営住宅整備
・里山を生かし､町内外のサポーター･芸術作家･専門家等による｢上勝アートプロジェクト｣の実施
芸術を通した地域活性化モデル事業を世界に発信するための瑠境整備(道路標識や各施設案内標
識を整備､観客等輸送運搬手段等の整備）
・ゼロ．ウエイスト(ごみゼロ)推進事業(資源回収法(仮)の提示等､国への政策提案）
・鳥獣害防護柵開発(食肉利用等の検討､農業者の狩猟免許取得促進､被害防止の実証実験）
・森林農地適正管理(森林農地管理師の確保､間伐実施者への補助）
軽労働作物実証実験事業(作物選定､遊休農地調査､作付実鉦実験）
農産物等加工開発研究事業(加工用農産物選定､加工技術等の修得､加工品の商品化）
魅力ある若者生活モデル事業(結婚志向意識の醸成･･講演会等の開催､地域内外の交流による出
会いの場づくり）
文化的景観の保護･活用(全国棚田100選に選ばれた｢樫原の棚田｣について､文化庁による重要文
化的景観の選定を目指す)）
・町営バス運行

群馬県
神流町

定住促進
その他

環境保全

情報化推進(インターネット環境整備､自主制作放送､文字放送音声告知放送の基盤整備）
健康づくり(健康診査事業､予防接種事業
保全林整備事業(間伐対策､林業生産道整備等）
汚染排出防止事業(下水道施設による汚染水処理が困蝿なため､個別処理浄化槽を設置）
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各町村のホームページ上で「社会教育」「生涯学習」の現状を探ってみた
結果（表７）をあわせてみていくと、実際の生涯学習振興の位置には，いく
つか注目すべきものがある。

表７７町村における「生涯学習」「社会教育」の位置

各自治体の公式ホームベージhttp://wwwnanmokuJ1ejp/､http://wwwtownkaneyama,fukushimajp/､http://www‘vill-tenryujp/、
http://www,town･otoyo､kochijp/､http://www,vill､showa-fukushimajp/､ｈｔｔｐｿﾉwwwkamikatsujp/､http:/伽ww・town-kanna-gunmajp／２０１３年
８月参照
･表中の＞は項目カテゴリの階層の違いを示す｡①～⑥は同一階層内で並列されていた項目を示す。
｡｢新着憤報｣｢トピックス｣は直近の2～3項目を抜粋。
･サイトマッブからの検索結果は､同階層における表示項目を全て提示。

トップページの
｢新藩情報｣｢トピックス｣(７月～８月） サイトマップから｢生涯学習｣｢社会教育｣を探すと･・・

存
尋
榧

①｢南牧村の山村生産用具｣企画展
②平成25年度南牧村農業祭【前期】
＊トップページに｢生活関連リンク｣として｢西部教育事務所」
｢群馬県生涯学習センター｣への直接リンクあり

トッブページ＞教育情報＞
①生涯学習センター＞民俗資料展示室(教育委員会）
②社会教育＞平成25年度南牧村体育協会等事業計画(教
育委員会）

笛
ヨ
蝋
①地域おこし協力隊の配事(広報かねやま８月号）
②ゆる鉄キャンペーン開催中１１

トッブページ＞組織でさがす＞教育係＞金山町生涯学習カレ
ングー

拝
謡
ＩＫ
①第28回ふるさと夏まつり開催！（天龍川中学校）
②盆地区対抗野球大会が開催１１（公民館厚生部）

(サイトマッブで辿れず､サイト内検索フォームから検索）

①天龍村むらづくり計画の進捗状況＞重点事項｢教育｣＞大
項目｢生涯学習への参加恵識の高揚と実践」
②平成24年度ふるさと教養講座(主催天龍村社会教育委
員会）のチラシ【PDF】

芭
銅
Ｋ
①｢第７回全国水源の里シンポジウム｣の開催について
②大豊町｢ふるさと応援隊｣募集
＊トップページから｢教育委貝会｣独自のHPにリンクあり

トッブページ＞組織で探す＞教育委員会＞
①成人式の案内
②おおとよ小学校の校歌(歌詞)募集
③高知大学公開講座の案内

存
昇
蟹

①ゆる鉄キャンペーン
②からむし織の里フェアイペントプログラム[pDF］
＊トッブベージに直接｢博物館だより｣あり

トッブページ＞昭和村で生活する＞教育･文化＞生涯学習＞”
｢こんなことが学びたい｣など希望がありましたら、公民館ま
で”

①生涯学習講座②少年教室③千歳学級

痘
鑿
判

①上勝町地域資源活用勉強会の開催について(企画環境課）
②全国薬草サミット･シンポジウム2013ｉｎ上勝(企画環境課）
＊トッブページから｢上勝学舎｣独自のHPに'ﾉﾝｸあり

トッブページ＞<らし‘教育＞生涯学習＞
①第２２回上勝町芸術文化祭(教育委員会）
②上勝町ゼロ．ｳｴｲｽﾄ推進事業講演会開催(産業課）

匿
繼
緯

①民事介入暴力１日無料相触所開設のお知らせ
②放射線モニタリング事業の終了について
③生涯学習だよりカンナ第６号

ﾄｯﾌページ＞保育･教育＞教育委員会＞
①社会教育･生涯学習について(簡易な理念図）
②生涯スポーツ団体の行事予定
③生涯学習だより､生涯学習アンケート
④各種講座案内⑤施設案内
⑥文化財一覧､町史｡村史
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(l)大学研究者との交流による学習振興
上勝町のホームページ（表７）には，徳島大学が運営する「上勝学舎」の

ホームページヘのリンクがある。「上勝学舎」の趣旨は「中山間ビジネス創出
のための人材養成拠点」で，恒常的に大学研究者が地域振興に関与し，地域
振興に関わる人々の学びを支援していることがうかがえる。また，大学研究
者の有する情報発信力とネットワークにより，「ゼロ．ウェイスト推進｣(表６）
といった国レベルでの政策提言に繋がる学習機会の創出に至っている。また
高知大学では県内の市町村教育委員会との提携で出張講座を実施しており，
そのテーマを中山間地における防災，高知の地域ブランド，高齢集落を活性
化させる方策等,地域振興を学ぶ内容に設定しているが,大豊町のホームペー
ジに高知大学の公開講座の案内があるなど（表７），やはり大学関係者の協力
を得ながら町の生涯学習振興が図られていることが分かる。

（２）他自治体との連合による学習機会の創出
その大豊町のホームページ上にはまた，「全|副水源の里シンポジウム」の
開催が案内されている（表７）「全国水源の里連絡協議会」(2007年発足，約
l70市町村加入）の全国大会のPRである。同協議会では，「上流は下流を思
い，下流は上流に感謝する」という理念を掲げ，ある上流の集落が水源の酒
養機能を果たせなくなることが，下流の都市住民の生活に直接関わる問題で
あることを明確にしており，｜司じく集落の機能保持に課題を抱える自治体と
連携して発言力・情報発信力を強めてきた('2)。地域課題を単一の町・村で解
決することを目指すのではなく，周辺地域の理解・協力を得ながら解決を目
指すような学習機会を創出している点が注目される。

（３）住民間の自発的・広域的な学習活動
金山町，昭和村のホームページ上にある「ゆる鉄キャンペーン」（表７）と

は，両町村を含む「奥会津五町村活性化協議会」が主催するもので，住民の
生活に必要不可欠なJR只見線を「観光資源」と位置づけ沿線の町村の活性
化を図る取組となっている。ここでのアクターとして,2010年から「奥会津
を築いていく人材」「広域的な地域の案内人」の育成を図り，実行委員会形式
で運営されてきた「奥会津大学」に注目される。学習活動の拠点を５町村の
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公ltii'{竿とし，郷土の文化や口然の保護・研究に挽わる住民（社会教育委員
等の行政委I鵬委員，行政職員，博物館関係者，観光業|腱Ｉ係者といった公的立
場を超えて，住民として）集うなかで育まれてきたﾉJが，こうした取組を成
立させているところに，注目すべきだろうc

（４）交流人口拡大のための学習プログラム開発
以上のような，当該町村と隣接する周辺との連携や，｜可じ境遇に立たされ
ている自治体との連合ではなく，当該町村との直接の利害関係にない個人を
「交流人11」としてとらえ，体験的学びの機会を提供する向きもある。たと
えば金山町では冬場の学校行事にあわせたスキー場の迩鴬，あるいは天龍
村では「グリーンツーリズム事業｣，昭和村では「からむし織体験」に力を入
れるなど（表６），地域外から訪れ一時滞在する若者等を念頭に，地域の資源
を生かした様々な体験・交流プログラムを用意しているのである。また，「地
域おこし協ﾉﾉ隊｣('3)の制度など都市部の人・価値を介在させることでより刺
激|’|<｣なものにしている点に，注'二|してよいであろう．

（５）全住民での学習機会情報の共有
また金山町のホームページ（表７）では，教育委員会が“町内の大きな事

業や行事を皆さんに知っていただき、なるべく多くの方に楽しく参加してい
ただくことをＨ的に作成，、したという「生涯学習カレンダー」を全戸配布し
ていることがうかがえる。教育委員会・公民館・役場関係を青、ゴミ・保健
関係を緑、保育所・各学校関係を黒，“大きな行事”を赤，と色分けし毎|｣の
事業や行事が１年間分明記されているもので，たとえば８ｊｊは"１日リハビ
リ教室（ゆうゆう館９：３０～)”“２日ハイハイクラプ（ゆうゆう館９：３０～)”
といった具合である。それぞれの事業等の対象層や各個人の学習ニーズの有
無を問わず，全ての町民にもれなく届けるべき情報として，学習機会情報が
あるということが分かる。

（６）リI!派遣社会教育主!li:の仔在
群｣I'!jﾘI↓では，、ﾄ成25ｲﾄ度現在,|判牧村神流町を含む８町村に５ギ’を派遣
している(")。神流町のホームページ（表７）には、「教育委員会」の所管等
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案内が①社会教育・生涯学習について，②生涯スポーツ団体の行事予定，③生
涯学習だより・生涯学習アンケート、④各種講座案内，⑤施設案内，⑥文化財
一覧,町史･村史，と他の町村に比べ非常に体系だった椛成で示されており，
たとえば①では社会教育と生涯学習の関連についての簡易な概念|叉|が，③で
は「生涯学習アンケート」の結果分析とそれをふまえた新規講座の開催案内
が「生涯学習だより」に報告されている。文書等の要所には「担当：特別派
遣社会教育主事」とサインがあり、住民の学習ニーズ把握と学習プログラム
化において，派遣社会教育主事がキーパーソンとなっていることが分かる。

（７）社会体育事業季節行事の意味
一方,l'ilじ群馬県でも，南牧村では「農業祭」に関するトヒ･ツクが目立ち、
「社会教育」の情報として掲載されているのは社会体育半業のｲﾄ間計画のみ
である（表７)。天龍村でも｛「夏祭り」の行事や，公民鮒からﾘllf球大会の開
催のニュースがあるなど（表７）、競技者あるいは応援・観客街･として世代を
問わず誰でもが参加できる事業が「生涯学習」「社会教育」というカテゴリー
に入る主要な事業となっている。個人の生活のリズム，地域社会の営みのな
かに組み込まれた学習行動のあり方として注目されよう。
大畷町では「大豊ふるさと応援団｣('5)を募っているが，現住民に限らず，

出身者等が“ふるさと”という感情を軸としたまちづくりの仕組みを共有で
きるのは，こうした季節行事が変わらずあるゆえともいえるだろう。

５超高齢化地域の住民の学習ニーズ

妓後に，町村住民の学習意識・行動について（表８），平成20年度の「生涯
学習に関する枇論調査」から東京都区部や住宅地の住民との比較で確認する
と('6)、まず，「生涯学習の形式」としては「自治体の講座や教室」の割合が
I内iく，「民|H1の講座や教室，通信教育」の割合は低い。また、「生涯学習の情
報をどこで得ているか」という点では，「自治会町内会の|''l髄や地域住民の
述絡」の',lill合が,研い･また「生洸学料をしたくないfil!III」として「好きでは
なく，めんどうである」との|'!l梓、「ITを活用した/t涯学料の実施状況と今
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衣８町村・農山漁村地区住民の学習ニーズ
｢H20生涯学習に関する世臆鯛査」都市規模別､居住地別の回答率(％）

回答率の差が15ポイント以上(M.T計については､35ポイント以上)のものを提示している。
Q2SQal～Ｑ10,ア)～ク)は旧董票中の設問番号､選択肢記号を示す。

設問 選択肢 全体の
回答率

都市１
東京都
区部

1模別

町村

居住
住宅の
多い地
域

地別
風山漁
村地区

回琴
都市規
槙別

Kの差

居住地
別

(Q2SQal)生涯学
晋の形式

ｲ)自治体の講座や教室
ア)民間の講座や教室､通信教育

33,1

29.3

22,2

35.6

42.3

20.6

３１．４

30.8

45.3

1９．５

20.1
-15.0

(Q2SQa2)生涯学
習の情報をどこから得
ているか

工)新聞､雑麓
力)インターネット(情報端末など）
オ)ラジオやテレビ
ｸ)自治会､町内会の回覧や地域
住民の連絡
ｳ)情報専門紙(麓）
計(M.T)

36.3

28.4

25.7

23.6

1７．８

246.5

48.9

35.6

35.6

6,7

24.4

260.0

29.9

1６．５

20.6

32.0

9.3

２１４．４

37.6

３１．１

26.1

２１．２

1８．４

249.6

25.8

1８．８

23.4

36.7

1３．３

235.9

-19.0

-19.1

-15.0

25.3

-１５．１

-45.6

1５．５

(Q2SQa3)生涯学
習の成果の活用状況 ｸ)自分の人生が豊かになっている 43.8 53.3 24.7 44.4 40.6 -28.6

(Q3SQal)生涯学
習をしてみたい理由

ア)趣味を広げ豊かにするため
ｲ)教養を高めるため
計(MT)

59.1

34.9

337.5

70.0
４８．６

377.1

53.8

３１．５
314.0

９

５

９

６

５

３

339 ６

１

Ｊ

５

８

５

２

337,8

-16.2

-１７．１

-63.1

(Q3SQa2)してみた
い生涯学習の内容

ア)趣味的なもの
ｲ)教養的なもの
計(MT)

53.2

29.2

250.9

62.9

４１．４

290.0

47.6

24.5

225.2

5４

3０

255

１
’
８
５

50.5

20.4

34.2２

-15.3

-１６．９

-64.8 -21,3

(Q3SQb)生涯学習
をしたくない理由 サ)好きではなく､めんどうである １７‘２ 7.1 25.5 1７．３ 1８．３ 1８．４

(Q４)生涯学習の機
会についての要望 計(MT) 191.0 230.0 171.4 199.5 162.1 -58.6 -37.4

(Q５)ITを活用した生
涯学習の実施状況と
今後の憲向

ウ)今までにしたことはなく今後もし
たいと思わない ４８．８ ４８．０ 54.2 46‘２ ６１．５ 1５．３

(Q５sQ)mこよる生
涯学習を実施してい
ない理由

工)学べる学習内容が充実してい
ないから 1０．２ ２３．３ 3.2 1０．４ 1０．８ -20.1

(Q７SQ)受けたい支
援の内容

オ)地域の歴史や自然などの展示
を脱明する活動 26.5 39.7 ２１．３ 26.9 22.8 -18.4

(Q９)身につけた知臓
等の社会的評価につ 解価するのがよい(小計） 66.1 ７１．０ 6２６ 68.7 5２４ -16.3

(Q１0)生涯学習の振
興方策

ア)生涯学習関連施設等のサービ
ス存存竃

計(MT)

３８．５

248,2

44.0

280‘０

29.6

225.6

41.8

260.9

25.6

206.6 -54.4

-16.2

-54.3
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後の意向」について「今までにしたことはなく今後もしたいと思わない」と
の回答の割合が高い。全体として，選択する項目数が多かったり学習環境改
善に関する具体的な要望が多いのは東京都区部や住宅地の方である。
こうした回梓結果の差が，回稗者にとってそもそも選択可能な選択肢数の

多寡に規定されていることは明らかであろう(IT環境が整っていない村で，
ITを活用した学習はなし得ず．一度も経験したことがない学習形態について
要望を持ち得ない｡）限られた選択肢の中で，低い水準で満足せざるをえない
ということもある。上にみてきた限りでは，超高齢化地域においては，身辺
の学習機会情報は日々の生活のなかで必然的にＨ耳にするものといえようが，
その後の学習を継続する，深めるための学習機会は|-分ではない。「多様な学
習機会」へのアクセスの可否という観点から，生涯学習のニーズ（の調査の
技法等）を再検討する必要性を指摘できるであろう。

６ お わ り に

超高齢化に向き合う農村部にあっては，施設や設備，専門的職員という面
でみれば生涯学習振興の条件が整っているとは言い難い。また，住民の生活
の保持に関わる深刻な行政課題が山積するなかで，生涯学習振興それ自体が
優先性の高い行政課題とは成り得ない。そうしたなかで，地域振興施策の一
環あるいは派生として，首長部吋を中心として，専門家や若者等の外部人材
の積極的な協力を得ながら，地域課題解決を目指す学習機会が創出されてい
る。それらはしばしば地域振興上の政治的な合意の産出を目指す場でもある
が，合意形成の場に参加し議論を主導する人々は，外部の専門家等である場
合も少なくない。生涯学習振興の観点からは，いったん形成された合意を，
地域住民が引き続き議論したり見直したりしていくことができるように，必
要な素養（言語や考え方や議論の枠組み）を得ること，および，専門家や若
者等外部人材あるいは行政職員がｲﾘする情報との非対称性を減じていくこと
が重要であるといえよう。
また，そうした“外向きの”取ﾎ|1.の一方で，地域住民の生活時間をつくる，
生活を彩る文化・スポーツ面でのイベント等が，社会教育部局を中心に、例
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年通りに着実に進められている。そこには，高齢者が多いから高齢者向けの
事業を，といった発想はみられない。住民の一人一人が地域の特定の団体に
所属し，特定の活動に参加し，地域における固定的な役割や関係を引き受け
るなかで繋いできた営みが，脈々と続くというだけである。そしてその営み
をあらためて意味づけようとする動きもある”今後の生涯学習振興を考える
ということは，そうした各地域が自立的に生み出す「価値」をいかに見出す
かということなのだといえよう。
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年以上前の『定常型社会一新しい「豊かさ」の構想』岩波新書,2001に示されて
いる。
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存しているのはl村のみである。たとえば新潟県上越市は合併後市域を広げたが，
旧村集落は豪雪地帯で過疎・高齢化が「常態化」しており，冬季に家に閉ざされ
がちな高齢者のために，身近な場所で集まり趣味的活動を続ける機会を，旧村の
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教育新聞社）のなかで「少子高齢化を生かす『学校づくり』」として2008年９月か
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ジェクトについて，具体的な指標（行政改革指標，農業産出額，製造IY!出荷額，
′1,売業年間商IW,販売額，事業所数，転入者人n,若者就業率，出生率）に照らし
た「成果」を交付税の算定に反映させるというもの。概要は各町村のホームペー
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(15)町外在住の大豊町出身者や大豊町に関心を有する者から会費を徴収し，町の農
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